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はじめに

　生産性の高い企業の参入と生産性の低い企業

の退出は，産業全体の生産性向上に寄与する。

１９９０年代半ばにおいて，中国の大半の鉱工業業

種では，生産性が低下したが，２０００年代に入っ

て，ほとんどの業種では生産性が上昇に転じた

（朱・李２００５； ・肖２００５）。このような中国

鉱工業生産性の変化は，鉱工業企業の参入退出

とどのように関係しているであろうか。

　産業の生産性変化を存続企業，参入企業と退

出企業に要因分解して，企業の新陳代謝と産業

の生産性の関係を分析する研究が多い。たとえ

ば，金・権・深尾（２００８）は日本の製造業の全

要素生産性（TFP）の変化を存続企業の内部効

果，シェア効果，ならびに共分散効果と，参入

企業の参入効果，それに退出企業の退出効果に

分解し，１９９０年代に日本の生産性が低迷した理

由を分析した。また，袁（２０１０，２０１－２２９ペー

ジ）は中国上場企業の生産性変化を分解し，中

国株式市場の新陳代謝機能の低さを指摘した。

　中国の場合，上記の企業の参入退出だけでは

なく，国有企業の民営化や特定の産業への国家

資本の集約も産業生産性の変化に影響を与える。

中国では，１９９０年代末から，国家資本再編が促

進されてきた。企業の参入退出といったフレー

ムワークで考えると，民営化は市場からの国有

企業の退出を意味し，国有企業投資分野の「戦

略的分野」１への転換は，従来の所属産業からの

退出と新たな産業への参入を意味する。国家資

本再編政策の実施は，存続国有企業の生産性に

対しても，影響を与える。ミクロレベルの国有

企業改革が産業レベルに与えた経済効果は，こ

のような国有企業の参入退出の生産性上昇効果

の分析を通じて観察できる。

　本稿は，１９９８－２００７年の規模以上の鉱工業企

業個票データセットを構築し，鉱工業企業の参

入退出状況を確認した上で，各産業の生産性水

準を計測し，産業別に鉱工業国有企業と非国有

企業の参入，退出，存続，所有制転換が，各産

業の生産性変化に与えた効果を分析する。この

ような参入退出分析を通じて得られる結論は，

中国における市場化の行方を判断する材料にも

なるであろう。第１節では，データセットの構

築方法について説明し，第２節では，企業の生

産性水準を測定し，各産業・所有制別に平均的

生産性水準を示す。第３節では，１９９８－２００７年

における鉱工業企業の参入退出状況を分析する。

そして，第４節では，生産性変化の要因分解方

法を説明し，産業別に生産性の変化を国有参入
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企業，非国有参入企業，国有退出企業，非国有

退出企業，国有存続企業，非国有存続企業，民

営化企業，ならびに国有化企業の生産性押し上

げ効果にそれぞれ分解して分析する。最後に本

稿の結論をまとめる。

　なお，本稿の国有企業とは国家資本支配企業

のことであり，非会社制の純国有企業と国家資

本支配の会社制企業を含む。その他の企業を非

国有企業と呼ぶ。また，国有企業から非国有企

業に所有制転換したことを民営化，非国有企業

から国有企業に所有制転換したことを国有化と

呼ぶ。

１．データセットの構築

　中国国家統計局の鉱工業企業調査は，①全部

国有および規模以上非国有鉱工業企業の全数調

査と②規模以下の非国有鉱工業企業のサンプル

調査によって構成されている。規模以上とは，

年間売上高（「主営業務収入」：製品の販売と

サービスの提供など主要な営業収入）が５００万

元以上のことである。国家統計局は①の集計結

果を公表しているが，②の調査結果は公表して

いない。本稿が利用した全部国有および規模以

上非国有鉱工業企業データベース（１９９８－２００７

年）は，①の個票データベースであり，中国国

家統計局が公表した集計データとほぼ一致して

いる（表１）。これは，中国鉱工業の経済分析

にとって，最大規模のデータベースと言えよう。

　このデータベースでは，各企業ごとに ID 

コードが示されている。この ID コードを利用

すれば，それぞれの企業を特定することができ

る。ところが，先行研究が指摘したように，残

念ながら，ID コードは必ずしも時系列的に連

続していない問題が存在している（謝・羅・張

２００８；Bai, Lu and Tao ２００９）。

　我々は，異なる年次において，観察される企

業が次の条件を満たせば，同じ企業として判定

する。まず，同じ ID コードの企業である。そ

れに完全に同じ企業名をもつ企業である。そし

て，残された企業のうち，同じ所在地コードを

有する企業については，法人代表ないし電話番

号が一致し，それに業種ないし主要製品が一致

する企業を，同一企業と判別した。

　この大規模データベースにおいて，異常値が

記入されているケースがある。データの信憑性

を高める，それに集計範囲を統一するため，

我々は，このデータベースに①鉱工業業種，②

従業員（「職工」，「従業人員」）８人以上，③売

表１　個票データベース，本稿のデータセットと国家統計局の集計データの比較

本稿のデータセット個票データベース国家統計局集計値
年 同比率

（%）
総生産高
（億元）

同比率
（%）

企業数
（社）

同比率
（%）

総生産高
（億元）

同比率
（%）

企業数
（社）

総生産高
（億元）

企業数
（社）

７５．９２５１，４２９５７．６８９５，２１９９９．９８６７，７２５１００．０２１６５，１１８６７，７３７１６５，０８０１９９８

８１．９７５９，５９５６１．６９９９，９５７９９．９８７２，６９６９９．９９１６２，０２２７２，７０７１６２，０３３１９９９
８２．５６７０，７３３６３．９５１０４，１７２９９．９９８５，６６８９９．９９１６２，８７０８５，６７４１６２，８８５２０００
８３．０７７９，２９３６７．５６１１５，７０１９９．９９９５，４３８９９．９９１７１，２４０９５，４４９１７１，２５６２００１
８４．４０９３，４９５７０．４７１２７，９３７９９．９８１１０，７５２９９．９９１８１，５４２１１０，７７６１８１，５５７２００２
８５．７５１２１，９９６７６．００１４９，１１９９９．９８１４２，２４５９９．９９１９６，２０６１４２，２７１１９６，２２２２００３
８６．４０１７４，２９５８４．２２２３２，８３７１００．００２０１，７１９１００．００２７６，４７４２０１，７２２２７６，４７４２００４
８７．４９２２０，１３３８４．９７２３０，９６９９９．９９２５１，６００１００．００２７１，８３５２５１，６２０２７１，８３５２００５
８７．９５２７８，４２７８７．１２２６３，０６９１００．００３１６，５７５１００．００３０１，９６１３１６，５８９３０１，９６１２００６
８８．６２３５９，０６１８９．９６３０２，９６５９９．９９４０５，１４３１００．００３３６，７６８４０５，１７７３３６，７６８２００７

８６．２１１５０，８４６７７．３５１７２，１９５９９．９９１７４，９５６１００．００２２２，６０４１７４，９７２２２２，６０７平均

（出所）国家統計局集計値は『中国工業経済統計年鑑』各年版と『工業統計年報』１９９８年版より作成した。
（注）国家統計局集計値はすべての国有および規模以上非国有企業のものである。「同比率」とは，国家統

計局集計値に占める比率のことである。
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上高が５００万元以上，④期間中すべての年次に

おいて，総生産高（「工業総産値」），増加額（「増

加値」：総生産高－中間投入＋未払い増値税），

中間投入，ならびに固定資産取得価値（「固定資

産原価」）２は，ともにマイナスではない企業，

この４つの条件を設けた。このようなデータ処

理の結果，約１７２万社・年がデータセットに入っ

た。国家統計局が公表した同期間の全部国有お

よび規模以上非国有鉱工業集計データと比べて，

企業数の７７．４％，総生産高の８６．２％に達してい

る（表１）。

　このデータセットにおいて，我々の生産性分

析に必要な総生産高，未払い増値税，中間投入，

固定資産取得価値およびその減価償却，固定資

産純額（「固定資産浄値」），従業員数，ならびに

従業員報酬のデータが示されている３。

　本稿では，総産出を総生産高と未払い増値税

の合計として求め，その１９９８年価格への実質化

には，国家統計局が公表した２桁業種の鉱工業

製品出荷価格指数を用いた。なお，その他鉱業

の価格指数が公表されていないため，非金属鉱

のものを用いた。

　さらに，我々は，この価格指数と投入産出表

を用いて，徐（２０１０）と同様に，２桁業種の中間

投入のデフレーターを計算し，中間投入を実質

化した。

　労働投入に従業員数を用いたが，年間法定祝

日・労働時間に応じて調整を行った。労働投入

コストは，従業員報酬（賃金と福利費の合計）

を用いた。

　実質化した固定資本は次のように求めた４。

　
（１）

　 

　ただし，

　 ＝２，３，…；

　 ：実質固定資本；

　 ：（経済）減価償却率，建築と設備はそれぞ

れ２．３％と１０．５％とした；

　 ：投資活動を通じて新たに増加した固定資

産（名目値）；

　 ：固定資本投資デフレーター（１９９８年の固定

資産価格を１とする）。

　  は次の手順で求めた５。まず，固定資本の

定義に基づいて次の等式が成立する。

　  （２）

　  （３）

　ただし，

　 ：固定資産取得価値；

　 ：スクラップ・バリュー（scrap value：廃

棄された固定資産の価値）；

　 ：累積減価償却；

　 ：減価償却。

　次に，式（２）と式（３）を用いれば，  に関

する次の式が得られる。

　 

　　  （４）

　ただし，

　 ：固定資産純額， 。

　なお，初期（ ＝１）の   は次のように計算

した。

　 　 （５）

　ただし，

　 ：１期目の固定資産純額年平均値（「固定

資産純額年平均余額」）。

　

　実質固定資本は建築と設備に分けて計算した

が，各企業の建築・設備比率と固定資本投資デ

───────────
２　財務指標の詳しい概念は，紙幅制約のため，
徐（２００９；２０１０）を参照されたい。

３　一部の年次について，その中間投入は総産出
と増加額の差額として求めた。

４　I がマイナスになった理由としては，年内減

───────────
価償却と累積原価償却の計算の不一致が考えら
れる。なお，Nishimura, Nakajima, and Kiyota 
（２００５）は，I がマイナスの場合，実質化せず
に前期末の実質資本ストックから差し引いて，
今期末の実質資本ストックを求めた。

５　１９９０年代に大規模な資産再評価が実施された。
本稿の分析期間は１９９８－２００７年であり，データ
の取得も不可能であるので，ここではその影響
を捨象した。資産再評価を考慮した場合の固定
資本投資計測については，Holz（２００６）を参照
されたい。
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フレーターは２桁業種のものを用いた６。

　固定資本コストは，孫・任（２００５；２００８）を

参考にして，課税の影響を考慮した場合の資本

サービス価格   を用いて，計算した。

 

　（６）

　ただし，

　 ：固定資本投資デフレーター（１９９８年の固定

資産価格を１とする）；

　 ：企業所得税率，３３％とした；

　 ：増値税率，１７％とした；

　 ：固定資産投資方向調節税，１９９８－９９年は

１０％，２０００年以降は０％とした；

　 ：（経済）減価償却率，建築と設備はそれぞ

れ２．３％と１０．５％とした；

　 ：上海証券取引所に上場されている直近の

１０年期国債の年平均収益率；

　 ：１元投資の原価償却の現在価格，線形減

価償却法を採用した；

　　 （７）
　 

　ただし，

　 ：減価償却期間，建築と設備はそれぞれ３０年

と１３年の法定減価償却期間を用いた；

　 ：ディスカウント率，  と同じにした。

　

　分析期間１９９８－２００７年において，１９９８－２００２

年では１９９４年業種基準（GB/T４７５４－９４），２００３－

０７年では２００２年業種基準（GB/T４７５４－２００２）が

統計に利用された。徐（２０１０）を参考にして，

１９９４年業種基準と２００２年業種基準を統一した。

　１９９０年代末から「戦略的分野」への国家資本

再編が実施されてきたが，「戦略的分野」につい

て，詳細な業種基準に基づいた定義がなされな

かった。ところで，２００６年１２月，「戦略的分野」

への国家資本集約を加速させるため，国務院国

有資産監督管理委員会（国資委）が「国有資本

調整と国有企業再編の推進に関する指導意見」

（「関于推進国有資本調整和国有企業重組的指

導意見」）を公表した。この通達は国家資本の

詳細な再編分野について明示しなかったが，同

通達発表後の記者会見における国資委主任李栄

融の通達説明は，「戦略的分野」の中身を知る

ための重要な手がかりになった。それによれば，

「戦略的分野」とは，国家安全と国民経済命脈

に関する重要分野，つまり，①軍事産業，②送

電網・電力，③石油採掘・石油化学，④電信，

⑤石炭，⑥航空輸送，⑦港湾運輸の計７業種，

ならびにインフラ・支柱産業分野，つまり，①

機械設備，②自動車，③電子・情報，④建築，

⑤鉄鋼，⑥非鉄金属，⑦化学製品，⑧探査設計，

ならびに⑨科学技術の計９業種のことである。

これらの分野の重要な国有企業について，国家

資本支配の維持が求められている（新華社記者

２００６）。前者の①，②，③，⑤，後者の①，②，

③，⑤，⑥，⑦が鉱工業と関わっている「戦略

的分野」といえよう。

　我々は，上記の「戦略的分野」分類に基づい

て，国資委企業の主業内容や３桁ないし４桁業

種レベルにおける国有企業の産出シェアの変化

を考慮して，次の業種を「戦略的分野」として

定義した。それは，２桁業種では，石炭（２００２

年業種基準コード：０６；以下同），石油採掘

（０７），鉄鉱（０８），非鉄金属鉱（０９），煙草（１６），

石油加工（２５），鉄鋼（３２），非鉄加工（３３），電

力（４４），ガス（４５），ならびに水道（４６）であ

る。３桁ないし４桁業種では，非金属鉱（１０）

の採塩（１０３０）（２００７年の所属２桁業種に占める

産出シェア：８．３％；以下同），食品製造業（１４）

の塩加工（１４９３）（０．３％），飲料（１５）の酒類製

造（１５２）（３５．０％），化学製品（２６）の基礎化学

原料（２６１），ならびに肥料（２６２）（計２４．８％），

一般機械（３５）のボイラおよび原動機（３５１）

（５．６％），専用設備（３６）の鉱山・冶金・建設

用設備（３６１），電子工業・電工機械用設備（３６６），

トラクター（３６７１），地質探査設備（３６９２），な

らびに郵政用機械器材（３６９３）（計２６．９％），輸

送機器（３７）の鉄道輸送設備（３７１），自動車（３７２），

金属船舶（３７５１），ならびに航空機・宇宙船（３７６）
───────────
６　計算方法は徐（２０１０）を参照されたい。
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（計４０．６％），電器（３９）の発電機（３９１１）（１．８ 

％），電子設備（４０）のレーダ及びその附属設備

（４０２０）（０．０４％），計器（４１）のナビゲーショ

ン，気象及び海洋用測量器具（４１２３），地質探査

と地震用測量器具（４１２５），ならびに放射線測量

器具（４１２７）（計０．７％）である７。

　本稿は，上記の業種分類で４桁業種レベルに

おいて「戦略的分野」と「非戦略的分野」に企

業を分類し，分野ごとに鉱工業企業の参入退出

を分析する。同時に，２桁業種レベルにおいて

も参入退出を分析するが，その際，リストアッ

プした２桁業種のほか，化学製品，専用設備，

輸送機器の３業種も合わせて「戦略的分野」と

して記述する。なお，記述便宜のため，２桁業

種と分野（「戦略的分野」と「非戦略的分野」）

のことを，本稿では産業と呼ぶことにしよう。

２．生産性水準の測定

　Christensen, Cummings, and Jorgenson

（１９８１）や Caves, Christensen and Diewert

（１９８２）を参考にして，次のように産業内各企

業の生産性水準（lnTFP）を測定する。

　 

（８）

　ただし，

　Ｑ：総産出；

　Ｍ：中間投入；

　Ｋ：資本サービス投入；

　Ｌ：労働投入；

　ｉ：企業；

　ｔ：年次；

　 ：生産弾力性，　　　　　　　；
　　　　　　　　　 　

　　　　　　　　　；　　　　　　。
　　　 　 

　各変数の上付きの線は，各年次での各産業の

平均値を表す。このように計算された各企業の

生産性水準は，初年次（１９９８年）のその産業の

平均的な投入（対数値）・産出（対数値）・生産

弾力性をもつ平均的企業と比べて得られた，相

対的生産性（Relative productivity）である。

　式（８）を応用した際，生産関数を推計したう

えで，生産弾力性 を計算して，生産性水準を

算出する，いわゆる計量経済学的アプローチ

（Econometric approach）がある。その利点は，

推計の際，規模に関して収穫一定の仮定も完全

競争の仮定も回避できる。しかし，生産関数の

推計が困難な場合が多い（Hulten ２００１）。また，

本稿のデータセットはパネルデータではないた

め，生産関数を推計して，その生産弾力性を計

算することができない。

　もう１つよく利用された方法は，投入のコス

ト・シェアを生産弾力性 として用いる方法で

ある（金・権・深尾２００８；袁２０１０，２０１－２２９ペー

ジ）。この計算方法では，規模に関して収穫一

定，完全競争といった仮定をおくかわりに，生

産性を非常に簡単に測定できる（深尾ほか

２００８，９－１６ページ；Diewert and Fox ２０１０）。

我々はこの方法を採用して，企業の生産性を測

定した（表２）８。

ために，環境汚染処理用薬剤材料（２６６６）とそ
の他専用化学製品（２６６９）を基礎化学原料（２６１）
に，その他非金属加工用設備（３６２９）を鉱山・
冶金・建設用設備（３６１）に併合した。

８　不完全競争や規模の経済が存在した場合，投

───────────

７　１９９４年業種基準と２００２年業種基準を統一する
───────────
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表２　平均的な鉱工業企業のコスト・シェアと生産性（lnTFP）

コスト・シェアコスト・シェア（１９９８年）
業種 非国有企業国有企業非国有企業

労働資本中間投入労働資本中間投入労働資本中間投入
２桁業種別

０．１３０．１１０．７６０．１７０．５００．３３０．１４０．２００．６６０６石炭
０．０６０．２００．７５０．０９０．５１０．４００．１５０．２１０．６５０７石油採掘
０．０６０．０９０．８５０．１４０．４５０．４１０．０７０．１８０．７５０８鉄鉱
０．０６０．０８０．８６０．１３０．４１０．４６０．０５０．１３０．８２０９非鉄金属鉱
０．０７０．１００．８４０．１３０．４８０．３９０．０８０．１１０．８１１０非金属鉱
０．０４０．０６０．９００．０６０．１９０．７５０．０５０．０５０．９０１１その他鉱業
０．０３０．０６０．９００．０４０．２１０．７５０．０３０．１３０．８４１３食品加工
０．０５０．０９０．８５０．０７０．２６０．６７０．０５０．２１０．７４１４食品製造
０．０５０．１２０．８２０．０６０．２８０．６６０．０４０．２７０．６９１５飲料
０．１１０．２１０．６８０．０５０．３１０．６４０．０６０．１９０．７５１６煙草
０．０６０．１００．８４０．０９０．３１０．６００．０６０．２１０．７４１７紡織
０．１２０．０６０．８２０．１００．１９０．７２０．０９０．１３０．７９１８アパレル
０．１１０．０５０．８４０．０７０．１９０．７４０．０７０．１１０．８２１９皮革
０．０６０．０７０．８７０．０６０．３９０．５５０．０５０．１６０．７９２０木材加工
０．０９０．０７０．８４０．０９０．２５０．６５０．０６０．１６０．７７２１家具
０．０５０．１４０．８１０．０７０．３４０．５９０．０５０．２３０．７２２２製紙
０．０８０．１４０．７８０．１１０．３７０．５２０．０６０．２４０．７０２３印刷
０．１２０．０６０．８１０．１１０．２００．６９０．０９０．１４０．７７２４文教体育
０．０２０．１００．８８０．０３０．２９０．６８０．０４０．２３０．７３２５石油加工
０．０４０．０９０．８７０．０６０．３７０．５７０．０５０．１６０．７９２６化学製品
０．０６０．１２０．８３０．０７０．２４０．６９０．０６０．１９０．７５２７医薬
０．０２０．１００．８８０．０４０．４３０．５３０．０３０．２８０．６９２８化学繊維
０．０６０．１１０．８３０．０７０．２６０．６７０．０７０．１９０．７４２９ゴム
０．０７０．０９０．８５０．０６０．３２０．６２０．０５０．２００．７５３０プラスチック
０．０６０．１３０．８１０．０８０．４１０．５００．０７０．２８０．６６３１建材
０．０２０．０８０．９００．０６０．４１０．５２０．０４０．１７０．７９３２鉄鋼
０．０２０．０６０．９２０．０６０．３６０．５８０．０３０．１７０．８０３３非鉄加工
０．０６０．０７０．８７０．０８０．２３０．６９０．０６０．１７０．７８３４金属製品
０．０６０．０７０．８６０．１００．２９０．６１０．０７０．１８０．７５３５一般機械
０．０７０．０８０．８６０．１００．３００．６１０．０６０．１５０．７８３６専用設備
０．０５０．０８０．８７０．０７０．２６０．６７０．０６０．１６０．７９３７輸送機器
０．０６０．０６０．８９０．０７０．２６０．６７０．０５０．１５０．８０３９電器
０．０５０．０６０．８８０．０５０．１６０．８００．０５０．１３０．８２４０電子設備
０．０８０．０６０．８６０．１４０．３００．５７０．０６０．１２０．８２４１計器
０．０９０．０６０．８５０．０８０．３１０．６１０．０８０．１３０．７９４２その他製造業
０．０３０．４１０．５６０．０５０．６４０．３２０．０２０．６２０．３６４４電力
０．０３０．１５０．８２０．０７０．６５０．２９０．０２０．２５０．７３４５ガス
０．０６０．３９０．５５０．０７０．６９０．２５０．０５０．５５０．４０４６水道
０．０６０．０８０．８６０．０７０．３８０．５５０．０６０．１９０．７６全業種集計

分野別
０．０６０．０８０．８６０．０７０．２８０．６５０．０６０．１７０．７７「非戦略的分野」
０．０４０．１００．８６０．０７０．４３０．５００．０５０．２５０．７０「戦略的分野」

（出所）鉱工業企業個票データセットより作成した。
（注）全業種集計の lnTFP では，各業種の lnTFP を各業種の産出シェアで加重合計して計算した。
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lnTFP（２００７年）１９９８年価格総産出の業種構成（２００７年）
国有
企業

非国有
企業

国有企業非国有企業国有企業
２００７年１９９８年２００７年１９９８年労働資本中間投入

－０．１９０．０８０．０４０．０４０．０１０．０１０．１８０．２５０．５６
－０．８０－０．０７０．０２０．０６０．０００．０００．０８０．４７０．４５
－０．１３－０．１２０．０００．０００．０００．０００．１２０．２１０．６７
－０．２１－０．１６０．０００．０１０．０００．０１０．０９０．１３０．７８
０．０６０．１７０．０００．０００．０００．０１０．１３０．２５０．６２
n．a０．０７０．０００．０００．０００．００n．an．an．a
０．０３０．１１０．０１０．０４０．０５０．０５０．０３０．０９０．８８
０．２７０．３３０．０１０．０１０．０２０．０２０．０６０．１５０．７９
０．３５０．３００．０１０．０３０．０１０．０２０．０６０．１６０．７７
０．７４－０．２６０．０４０．０５０．０００．０００．０７０．１５０．７８
０．０５０．２１０．０１０．０５０．０７０．０８０．０９０．１７０．７４
０．２６０．２１０．０００．０００．０３０．０６０．１４０．１００．７６
０．２３０．１８０．０００．０００．０２０．０３０．１３０．０８０．７９
０．０２０．２２０．０００．０００．０１０．０１０．０９０．２２０．６９
０．１６０．１６０．０００．０００．０１０．０１０．０５０．０５０．９０
０．０２０．１８０．０１０．０１０．０２０．０３０．０５０．２３０．７２
０．３００．３００．０００．０１０．０１０．０１０．１１０．２５０．６４
０．１８０．１９０．０００．０００．０１０．０２０．１２０．１２０．７６
－０．１３－０．０４０．０５０．０６０．０１０．０１０．０１０．０７０．９１
－０．０２０．１７０．０６０．０７０．０６０．０６０．０４０．２００．７６
０．２６０．３８０．０２０．０２０．０２０．０２０．０９０．１７０．７４
－０．０４０．１２０．０１０．０１０．０１０．０１０．０４０．１９０．７７
０．１９０．２６０．０１０．０１０．０１０．０１０．０５０．１００．８５
０．１００．１４０．０００．０１０．０３０．０４０．０６０．１７０．７７
０．１３０．３００．０２０．０３０．０５０．０６０．０６０．２４０．７０
－０．０３０．１１０．１２０．１００．０５０．０３０．０５０．１９０．７６
－０．１６－０．１００．０４０．０３０．０２０．０２０．０４０．１１０．８５
０．２９０．２８０．０１０．０１０．０４０．０５０．０６０．０９０．８５
０．２８０．３００．０４０．０４０．０５０．０５０．０７０．０８０．８５
０．２２０．３１０．０３０．０３０．０３０．０３０．０８０．１００．８２
０．２９０．３１０．１８０．０８０．０５０．０４０．０５０．０９０．８６
０．３００．２９０．０２０．０３０．０８０．０９０．０５０．０６０．８８
０．３８０．３８０．０４０．０５０．１９０．０７０．０７０．１１０．８２
０．２００．２４０．０００．０１０．０２０．０２０．１３０．１３０．７４
０．２１０．１５０．０１０．０００．０１０．０２０．０８０．１２０．８０
０．０７０．０３０．１８０．０８０．０１０．０１０．０４０．３３０．６２
０．６３０．８２０．０００．０００．０００．０００．０６０．２３０．７１
－０．６３－０．０５０．０００．０１０．０００．０００．１１０．５４０．３５
０．１１０．２５１．００１．００１．００１．０００．０６０．２００．７４

０．２１０．２７０．２３０．４００．８１０．８５０．０６０．１４０．８０
０．０５０．１５０．７７０．６００．１９０．１５０．０５０．２１０．７３
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　計算したコスト・シェアを分野別にみると，

「戦略的分野」が「非戦略的分野」より資本の

シェアが高い。それに，国有企業の資本のコス

ト・シェアが非国有企業より高い。「非戦略的分

野」より「戦略的分野」のほうが，資本集約的

であり，非国有企業に比べて国有企業のほうが

資本を多用している。

　また，１９９８年に比べて，２００７年では資本のコ

スト・シェアが大幅に低下し，中間投入のコス

ト・シェアが大きく伸びた。中国の鉱工業では

資源の消耗が益々高まっている。

　さらに，総産出に占める各業種のシェアをみ

ると，国有企業は電力，輸送機器，鉄鋼などの

「戦略的分野」を中心に，非国有企業は電子設

備，電器，紡織などの「非戦略的分野」を中心

に生産が集中していることがわかる。１９９８年に

比べて，２００７年に非国有企業は電子設備に，国

有企業は電力と輸送機器にさらに生産が集中し

た。そして，分野別では，国有企業では「戦略

的分野」の鉱工業生産シェアが大幅に増えた。

非国有企業でも小幅ながら「戦略的分野」の鉱

工業生産シェアが上昇し，「戦略的分野」に対

する民間資本の投資意欲の高まりが伺える。

　我々は式（８）を用いて，産業別（２桁業種別

と分野別）に各企業の生産性水準を計算した。

そのうえで，下記の式のように，産出シェアを

用いて産業・所有制別に平均的生産性水準を計

算した。

（９）
　 

　ただし，

　Ｄ：企業所属産業・所有制；

　　　　　　　：企業ｉが所属の産業・所有制
　 

に占める産出シェア。

　計算した分野別の平均的生産性水準をみると，

１９９８年の平均的企業に比べて，２００７年の生産性

水準は，国有企業と非国有企業はともに上回っ

ている。また，「戦略的分野」であれ，「非戦略

的分野」であれ，国有企業より非国有企業のほ

うが，生産性が高い。２桁業種でみても，鉱業

を中心にマイナスの生産性水準の業種も存在す

るものの，概して同様な結果が現れている。

３．参入退出状況

　国有企業は未だに中国経済の一翼を担ってお

り，中国企業の参入退出分析とって，国有企業

の変化は欠かせない重要な分析対象である。

　１９９０年代半ばに国有企業の「抓大放小」（大規

模国有企業を強化し，小規模国有企業を自由化

する）政策が打ち出された後，１９９７年に「国有

経済の戦略的改組」（国家資本を「戦略的分野」

に再配分・強化する国家資本再編政策）が打ち

出された。

　さらに，２００３年に国資委が設立された。国資

委は一方では赤字企業の閉鎖破産処理，債務の

株式化，本業の明確化，ならびに社会的機能の

分離などのリストラ政策を通じて，国有企業を

整理してきた。他方で，国資委は「戦略的分野」

の国家資本を強化し，国家資本の再編を進めて

きた。

　国有企業の考察を参入退出分析に織り込むた

めに，我々は，参入退出に関して次のように定

義した。まず，第１節で作成したデータセット

において，１９９９－２００７年の間，はじめて現れる

企業を参入企業，それに姿を消した１９９８年の企

業のことを退出企業とみなす。また，１９９８年と

２００７年の２年次にともに現れる企業は基本的に

存続企業としたが，産業や所有制の変化が生じ

た場合，別のカテゴリーに分類した。つまり，

存続している企業の中，産業が変わった企業は，

事業内容が大きく変更したので，元の産業での

退出企業ならびに新しい産業での参入企業とし

て扱う９。さらに，存続した企業の中に所有制

の転換，つまり非国有企業の国有化と国有企業

───────────
入のコスト・シェアと生産弾力性 の間に，乖
離が生じて，市場支配力を有する企業の TFP
が過大に評価される恐れがあることに，注意す
る必要がある。つまり，民間企業の参入が難し
い「戦略的分野」では，その製品の市場競争が
不完全であれば，市場支配力をもつ国有企業の
生産性が過大に評価されている可能性がある。
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の民営化が生じた企業がある。それぞれ国有化

企業と民営化企業に分類した。

　我々は国有・非国有企業にわけて，産業別に

１９９８－２００７年における中国鉱工業企業の参入退

出状況を整理した。企業の参入退出について次

の特徴が見られる（表３；表４）。

　第１に，存続率（１９９８年の既存企業に占める

２００７年の存続企業の比率）をみると，１９９８年の

企業の中，非国有企業では約３割，国有企業で

は約２割の企業が２００７年まで存続した。国有企

業の存続は非国有企業より厳しい。

　企業数ベースの存続率に比べて，総産出ベー

スでみると，国有企業と非国有企業ではともに

４割前後に達し，より高くなっている。このこ

とは，ほとんどの業種においても観察されてお

り，小規模企業は大企業に比べてより淘汰され

やすいことが伺える。

　分野別集計をみると，「戦略的分野」と「非戦

略的分野」における非国有企業の存続率はほぼ

同様に対して，国有企業では「戦略的分野」の

存続率が「非戦略的分野」に比べてかなり高く

なっている。

　次に，産業別に国有企業と非国有企業の存続

率を比較した。分野別集計によれば，「非戦略

的分野」では非国有企業，「戦略的分野」では国

有企業の存続率が比較的に高い。

　２桁業種別にみると，国有企業が非国有企業

に比べて存続率が高いのは，企業数ベースでは

石炭，石油採掘，鉄鉱，非金属鉱，煙草，印刷，

輸送機器，電力，ガス，水道であり，総産出ベー

スではさらに鉄鋼，非鉄加工，一般機械，専用

設備，その他製造業が加わり，「戦略的分野」

が多いことがわかる。他方で，「非戦略的分野」

に属するほとんどの２桁業種では，非国有企業

の存続率がより高い。

　「非戦略的分野」に比べて「戦略的分野」の

国有企業の存続率が高いこと，「戦略的分野」

では国有企業の存続率が非国有企業より高いこ

とは，「戦略的分野」への国家資本再編の結果

であろう。

　第２に，我々の定義では，存続しない企業は

所有制転換する（民営化ないし国有化），それ

とも市場から退出する。所有制転換率と廃業率

の合計を存続率に合わせると１００％になるので，

両者は裏腹の関係になっている。我々は所有制

転換率と廃業率について別々に考えてみる。

　民営化率（１９９８年の既存国有企業に占める民

営化された企業の比率）を企業数ベースでみる

と，「非戦略的分野」に比べて，「戦略的分野」

の民営化率が低い。とりわけ，石油採掘，非鉄

金属鉱，非金属鉱，その他鉱業，煙草，鉄鋼，

その他製造業，電力，水道の民営化率は，１割未

満である。

　次に，総産出ベースでみると，「非戦略的分

野」と「戦略的分野」における民営化率の違い

がさらに顕著になる。「戦略的分野」をみると，

鉱業の全関連業種，煙草，石油加工，鉄鋼，非

鉄加工，専用設備，輸送機器，電力，ガス，水

道の民営化率が１割未満であり，「戦略的分野」

の民営化が進んでいない。

　興味深いことに，非国有企業の国有化率

（１９９８年の既存非国有企業に占める国有化され

た企業の比率）は非常に小さいが，その中で電

力とガスの国有化率の高さが目を引く。

　我々の企業分類では，存続できない企業はも

し所有制転換もできなければ，市場から退出す

る。とりわけ，「非戦略的分野」の国有企業の

場合，民営化率でみたように，存続できない企

業のうち，民営化を選択する企業が少なくない。

そのため，市場から淘汰された企業を廃業率

（１９９８年の既存企業に占める退出企業の比率）

でみると，国有企業は「戦略的分野」のみなら

ず，「非戦略的分野」においても，非国有企業よ

り低い。言うまでもなく，これは「非戦略的分

───────────
９　つまり，我々の参入効果と退出効果には，ス
イッチ・イン（Switch-in）効果とスイッチ・ア
ウト（Switch-out）効果を含む。また，既述の
ように，我々のデータベースに企業規模基準
（売上高５００万元以上）が設けられている。し
たがって，我々のデータベースに現れることや
消えることは，本来の意味での参入と退出と一
致しない場合もあることに，留意されたい。
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表３　国有・非国有企業の参入退出：１９９８－２００７年（企業数ベース）

２００７・１９９８年比
（倍）

非国有企業比率
（％）

所有制転換率
（％）

開業率
（％）

廃業率
（％）

存続率
（％）産業

国有非国有２００７年１９９８年国有化民営化国有非国有国有非国有国有非国有

２桁業種別集計

１．０６５．２７９０．００６４．４９１．０３１５．４２６５．２６４９１．７７４５．４８７２．６４３９．１０２６．３３０６石炭

２．３６２９．３３５３．０１８．３３０．００３．０３２０９．０９２９００．００６９．７０１００．００２７．２７０．０００７石油採掘

１．０８９．０８９６．４２７６．２０１．０５１５．７３７７．５３８７７．８９５７．３０７４．０４２６．９７２４．９１０８鉄鉱

０．８８３．２１８６．９９６４．８３０．７４８．５０６２．９３２８３．２１６７．３５６６．４２２４．１５３２．８４０９非鉄金属鉱

０．６９３．３７９３．６６７５．２４０．６５９．４５４５．２８３１８．０１６８．５０８３．４２２２．０５１５．９３１０非金属鉱

０．００２．３３１００．００７５．０００．０００．０００．００２３３．３３１００．００１００．０００．０００．００１１その他鉱業

０．２８４．３６９６．１８６１．７９０．３１１４．９１２１．０４４００．９９７８．６４７４．３４６．４５２５．３５１３食品加工

０．４６３．９１９４．８１６８．１３０．９９１７．３７３３．５３３５６．３３７２．５１７２．５８１０．１２２６．４３１４食品製造

０．３５３．５７９２．９３５５．９４１．４８２３．５９２１．３３３１１．５６６５．１２７１．６４１１．２９２６．８８１５飲料

０．５３１．００２２．８３１３．６２３．４５２．７２２８．２６６５．５２７２．８３７９．３１２４．４６１７．２４１６煙草

０．２７４．３６９８．４０７９．５００．２４１６．７４１６．１５３９９．０３７２．８７６６．９２１０．３９３２．８４１７紡織

０．５８３．０６９８．７４９３．７１０．２５１７．６３４０．３４２７６．８９６８．１４７１．５２１４．２４２８．２３１８アパレル

０．１５３．２４９９．７０９３．９９０．０５１７．６５９．５６２９４．０３７７．２１７０．７７５．１５２９．１８１９皮革

０．６６６．５４９８．３２８５．４６０．３４１６．１６５６．５７６３２．０４７６．７７８０．０７７．０７１９．５９２０木材加工

０．４４４．５３９９．２０９２．３５０．２４１０．２９２６．４７４２８．２６７５．００７６．００１４．７１２３．７５２１家具

０．３０３．０９９７．９７８２．３７０．２５１４．７９１９．２６２７３．４０７５．６８６７．０７９．５３３２．６８２２製紙

０．８４４．２５９０．４３６５．０３０．７２１３．２４４８．３７３８５．３５５２．７８６６．６７３３．９７３２．６１２３印刷

０．４８３．３１９８．９５９３．２２０．４４１８．０７２５．３０２９５．２７６５．０６６５．２４１６．８７３４．３３２４文教体育

１．０２３．３６９１．４７７６．４７１．１８１４．１０７９．４９３１０．４５６７．３１７７．５１１８．５９２１．３０２５石油加工

０．５５３．９９９４．７４７１．４２０．８９２０．９２３７．８３３５６．３７６３．７５６４．５７１５．３３３４．５５２６化学製品

０．５３３．９８９１．２９５８．２８２．０４３１．０３３０．１６３３７．５２４８．９５５９．６５２０．０２３８．３２２７医薬

０．４２４．０６９６．８５７６．０６０．５９１０．２８２８．０４３８０．５９７７．５７７６．７６１２．１５２２．６５２８化学繊維

０．４４３．３２９７．４３８３．４５０．４１１５．９０２４．６２２９７．２５６６．６７６８．１６１７．４４３１．４３２９ゴム

０．５５３．９４９８．４６８９．９３０．２９１５．３５４０．９２３６５．３６７３．１５７２．４１１１．５１２７．３１３０プラスチック

０．５０３．１８９５．２２７５．７９０．４３２２．６４３４．２７２７９．１５６３．０６６８．２４１４．３０３１．３４３１建材

０．６３３．２８９６．１２８２．６３０．４９９．７９４２．０１３０６．８３７１．６５８０．８２１８．５６１８．６９３２鉄鋼

１．１１４．６５９４．３０７９．７２０．８２１０．６８８４．４７４３７．３７６６．３４７３．８３２２．９８２５．３５３３非鉄加工

０．７７３．８６９７．９０９０．３２０．２７１２．８４６０．８１３６０．７２７３．２０７５．５７１３．９６２４．１７３４金属製品

０．６２５．０４９６．５０７７．３６０．３８２２．４２４１．１０４６２．６４５７．６８６５．３２１９．９０３４．３０３５一般機械

０．６４４．４０９４．０７６９．７４０．６３１３．４１４４．１９４０８．８３６８．３２７３．７５１８．２７２５．６３３６専用設備

０．９５４．６２９１．８５６９．８５１．１９１３．８５５９．３９４２３．３０５３．４２６６．５８３２．７３３２．２３３７輸送機器

０．６０３．８７９７．２０８４．３７０．５７２２．４０４２．７２３４９．２４６３．２８６６．００１４．３２３３．４３３９電器

０．８５４．８５９４．６５７５．６８１．３８１６．９７５８．９８４４８．４９６０．９６６７．６５２２．０８３０．９７４０電子設備

１．００４．５８９３．３２７５．４００．９９１４．３９７４．６２４２１．０１６２．８８６７．１２２２．７３３１．８９４１計器

０．８２２．９３９７．５８９１．９００．１５７．７３６４．０９２７０．３４７５．６９７８．２３１６．５７２１．６３４２その他製造業

１．３６４．８７３９．４３１５．３３９．９４４．８０７４．７５４２７．０７３６．２５５６．３５５８．９５３３．７０４４電力

１．６７２２．００６８．４４１４．１４１４．２９１６．４７１３４．１２２０７８．５７５２．９４６４．２９３０．５９２１．４３４５ガス

１．９９４．２９３０．３９１６．８８６．３８６．９１１２３．５４３３５．１１１８．５７３４．０４７４．５１５９．５７４６水道

０．６８３．９９９４．８１７５．６００．６０１６．３０４４．１８３６４．３８６２．１１７０．００２１．６０２９．４１全業種集計

分野別集計

０．５１３．９２９６．８８８０．１４０．４６１８．４６３５．０５３５７．６７６７．４５６９．７７１４．０９２９．７７「非戦略的分野」

０．９８４．３８８５．８３５７．６７１．３５１２．２９６１．０７４０１．１８５２．２１７１．２２３５．５０２７．４３「戦略的分野」

（出所）鉱工業企業個票データセットより作成した。
（注）存続率，廃業率，開業率，転換率は，１９９８年の既存企業に対する存続企業，退出企業，参入企業，民営化・国有化企業の

企業数比率である。
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表４　国有・非国有企業の参入と退出：１９９８－２００７年（１９９８年価格総産出ベース）

２００７・１９９８年比
（倍）

非国有企業比率
（％）

所有制転換率
（％）

開業率
（％）

廃業率
（％）

存続率
（％）産業

国有非国有２００７年１９９８年国有化民営化国有非国有国有非国有国有非国有

２桁業種別集計

３．５０７．９４３５．６２１９．６２１．１８２．９９１３８．０９６７２．４５２４．４１６９．６１７２．６０２９．２１０６石炭

１．２７８３．９８３．２３０．０５０．０００．０１１０９．９７８３９６．０２６５．６７１００．００３４．３２０．０００７石油採掘

２．７６１４．８９８１．９７４５．６８０．７７５．３４１６５．４３１３１３．４２４６．７３６４．７２４７．９３３４．５１０８鉄鉱

２．１８４．６６７０．６５５２．９９０．３９３．８０１２３．２２３３９．００６１．９５５３．７３３４．２５４５．８８０９非鉄金属鉱

１．６７５．７９８５．５０６３．０２１．０７６．９２１１４．４６５０４．９６６６．６５８１．６８２６．４３１７．２４１０非金属鉱

０．００２．９７１００．００８１．５１０．０００．０００．００２９７．３５１００．００１００．０００．０００．００１１その他鉱業

０．８４８．５８９３．３５５７．８７０．４５２５．７５４８．４８６８４．９７６２．８７５９．８５１１．３８３９．７０１３食品加工

１．９１９．０２８９．６３６４．６７１．５４２０．３７９４．５２７００．７８５５．５５５１．１２２４．０８４７．３４１４食品製造

１．３７６．７０７８．１９４２．３５４．０７２５．７７４４．３１４４４．１７４８．７１４６．３０２５．５１４９．６３１５飲料

２．３７０．９２０．６２１．５９２．４２０．１５５９．１０５６．９０４３．４６６９．６７５６．３８２７．９２１６煙草

０．６３７．４６９５．６２６４．９５０．５３１９．８１３２．４０５５５．８３５７．８０５９．０７２２．３９４０．３９１７紡織

１．０７４．８２９８．１９９２．３２０．２９１５．１１６５．９６３８５．５９５７．４４６７．０２２７．４５３２．６９１８アパレル

０．２７５．３７９９．６５９３．４９０．０７３０．７０１６．０１４１８．４２６２．１６６２．１９７．１３３７．７３１９皮革

１．８８１１．２６９６．３７８１．６３０．４０１６．０４１７０．１４１００１．７７７０．６３７１．１０１３．３３２８．４９２０木材加工

４．５５９．８６９７．０１９３．７５０．１７１１．４７４２９．３６８８５．８１７１．５７７０．６２１６．９５２９．２１２１家具

１．６０８．２７９２．４８７０．３６０．３５２１．０８８２．５６６０１．０４５８．２０５４．８５２０．７２４４．８１２２製紙

２．１９７．５２８４．３７６１．１３１．１３１３．５０９５．１９６２０．２０３３．８７６０．６３５２．６３３８．２５２３印刷

０．８２４．９０９８．７３９２．８３０．４８１１．７９２３．７２３７４．９６５４．７９５２．３７３３．４３４７．１５２４文教体育

２．８６６．６９２５．５３１２．７８２．０２１．５４２１３．８４５１２．４５６９．６５６６．７０２８．８１３１．２８２５石油加工

２．８３８．７２７３．７８４７．７３１．９３１６．６９１７６．４７６４２．６８４６．９６５２．２７３６．３５４５．８０２６化学製品

１．９６１０．９８８１．８１４４．５０１．９０２７．３６８７．２１７７７．０４３４．８５４６．８６３７．７９５１．２３２７医薬

１．７２９．０５８１．１２４４．８９３．２６７．０４７３．９４６９９．２９６５．０９６２．０７２７．８７３４．６７２８化学繊維

１．５８８．０２８５．８４５４．４５２．７０１８．９１４８．８７５３５．８１５２．６４６０．０８２８．４５３７．２２２９ゴム

１．５３６．４０９６．４５８６．６６０．４６１４．２９９９．８５５４６．６０６９．５０６４．８５１６．２１３４．６９３０プラスチック

１．６８７．７２８９．９０６５．９９０．５５２１．９７１０５．５２６１２．０４５３．６９６２．９７２４．３３３６．４７３１建材

３．８４１７．２７５７．８９２３．４０１．０４７．２９１３５．９２１２８５．７７３０．９５６４．４６６１．７６３４．５０３２鉄鋼

４．３２１０．２６６６．８３４５．９３０．８７５．６３２２６．２６８８６．６８３８．８０６６．８５５５．５７３２．２８３３非鉄加工

２．６７７．２６９３．４０８３．８７０．９２１３．３３１３７．１４６２０．９１５４．３５６６．６１３２．３１３２．４８３４金属製品

３．３２１１．１３８０．９７５５．９１０．６６１６．８５１０８．３８９０６．０４４１．３３６０．３７４１．８２３８．９６３５一般機械

３．０６８．９５７４．６５５０．１６０．６２９．０６１６３．６６７２５．３１５９．８９７０．５５３１．０５２８．８３３６専用設備

６．８５１３．８３４９．７３３２．８９１．９７６．６５４２２．２５１０９０．６１３４．０１５７．８０５９．３４４０．２３３７輸送機器

２．６８８．２４９１．２０７７．０９２．９２２８．２８１００．９１５７４．５９４５．８８４９．４３２５．８４４７．６６３９電器

２．３６２５．８１９４．１１５９．３８１．４２３３．１３９２．１６２０３９．７７２１．０７４６．３９４５．８０５２．１８４０電子設備

２．５８８．０４９１．１４７６．７９０．８３８．４２１５８．１７６３７．３７６３．４５５６．６０２８．１２４２．５８４１計器

４．５１５．００８４．７７８３．３７０．２０６．５１２６４．９５４２４．１５６０．５８７１．４４３２．９１２８．３６４２その他製造業

６．６８４．６４１１．０３１５．１５２２．３５５．２１３９８．２０３３１．３２３２．０９３５．８０６２．６９４１．８５４４電力

４．６６５０．６３５３．９０９．７１２１．８２８．５７３９４．９７４５７４．１３６５．８４５６．５２２５．５９２１．６６４５ガス

１．３５７．５６３２．１８７．７９６．０８３．８８４２．５４６１３．１９２３．３５３１．４３７２．７７６２．４９４６水道

３．１４９．５６７６．１７５１．１８１．４７１２．２７１６５．２５７４５．４０４５．３４５８．５６４２．３９３９．９６全業種集計

分野別集計

１．７９９．１６９１．９６６９．１５１．１０２２．３６８４．４１７１４．６２４９．４０５８．５２２８．２３４０．３９「非戦略的分野」

４．０１１１．７９４３．９３２１．０６３．５３５．６６２１８．２０９１４．７８４２．６８５８．８３５１．６６３７．６４「戦略的分野」

（出所）鉱工業企業個票データセットより作成した。
（注）存続率，廃業率，開業率，転換率は，１９９８年の既存企業の１９９８年価格総産出に対する存続企業（１９９８年値），退出企業

（１９９８年値），参入企業（２００７年値），民営化・国有化企業（１９９８年値）のそれの比率である。
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野」の国有企業に民営化という選択肢があった

からである。

　第３に，１９９８－２００７年の間，非国有企業の比

率は，企業数ベースでは７６％から９５％に，総産

出ベースでは５１％から７６％に大幅に上昇し，ほ

とんどの業種において，非国有企業の比率が上

昇した。しかし，分野別でみると，「戦略的分

野」に占める非国有企業の産出シェアは４４％で

あり，２桁業種別でみると，石炭，石油採掘，

煙草，石油加工，輸送機器，電力，水道では，

非国有企業の産出シェアが低く，煙草と電力で

は，非国有企業の産出シェアが微減した。非国

有企業の勢力図の拡大についても，「非戦略的

分野」と「戦略的分野」では温度差がある。

　第４に，非国有企業のシェア拡大は，いわゆ

るマクロ的民営化である。これに対して，国有

企業の民営化は，ミクロ的民営化と言われてい

る（中兼２００２，１８２ページ）。中国では，マクロ

的民営化に対して，非国有企業の参入がミクロ

的民営化より寄与が大きい。

　開業率（１９９８年の既存企業に対する参入企業

の比率）に目を転じると，非国有企業は国有企

業よりも積極的に市場への参入を図ってきたこ

とがわかる。しかも「非戦略的分野」だけでは

なく，「戦略的分野」においても，非国有企業

の開業率が国有企業より圧倒的に高い１０。

　また，開業率に基づけば，国有企業と非国有

企業はともに「非戦略的分野」よりも「戦略的

分野」にさらに積極的に参入した。しかし，国

有企業の開業率は，「戦略的分野」が「非戦略的

分野」より圧倒的に大きいのに対して，非国有

企業では両分野の差がかなり縮小する。

　第５に，上記の企業の参入退出状況を総じて

みると，非国有企業は国有企業よりも新陳代謝

が激しい。大量の非国有企業が参入した結果，

１９９８年に比べて，国有企業の数は約７割に減少

したのに対して，非国有企業は約４倍になった。

また，総産出ベースで比べると，国有企業の約

２倍増に対して，非国有企業はおよそ８．６倍も

増えた。

　しかし，「戦略的分野」に限ってみると，国

有企業は企業数ベースで，約２％減に止まり，

総産出ベースでは，約３倍増加し，増加幅は

「非戦略的分野」を大きく上回っている。とり

わけ，輸送機器と電力の生産の伸びが大きい。

４．生産性変化の分解：参入退出効果

　それでは，各産業の生産性の変化に対して，

国有・非国有企業の参入退出がどのような影響

を与えたであろうか。

　Foster, Haltiwanger, and Krizan (2001) は

Griliches and Regev（１９９５）の企業と産業の生

産性変化の関係を示した恒等式を用いて，内部

効果（Within effect），シェア効果（Between 

effect），参入効果（Entry effect），ならびに退

出効果（Exit effect）に，産業の生産性変化を

分解している。

　 （１０）

　ここで，Ｓは基準年ｔ－τからｔ年までの間

存続した企業の集合，ＮとＸは期間中参入，退

出した企業の集合を示す。ｉは各企業を指す。

  は各企業が所属産業に占める産出シェア，

  はｔ時点での各産業の平均的生産性水

準である。

　式（１０）の右辺は，順に内部効果，シェア効

果，参入効果，ならびに退出効果を表している。

内部効果は，企業の生産性上昇を期間平均の産

出シェアで加重合計したものであり，産業に対

する企業の生産性向上効果を表している。シェ

ア効果は，企業の生産性とその産業の平均的生

産性水準との差の期間平均を，その企業の産出

シェアの変化で加重合計して得られる。した
───────────
１０　総産出ベースでの煙草と電力は例外である。
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がって，ある産業において，期間を通して比較

的高い（低い）生産性を持つ企業が産出シェア

を伸ばせ（落とせ）ば，産業の生産性向上に寄

与する。つまり，シェア効果は，各産業におい

て，より生産性の高い企業がより活発に経済活

動するようになったかどうかを表している。

その意味において，シェア効果は産業内の資

源再配分の有効性を示しており，再配分効果

（Reallocation effect）とも呼ばれている（金・

権・深尾２００８）。参入効果と退出効果は，参入

・退出した企業の生産性とその所属産業の平均

的生産性の期間平均との差を，参入・退出した

企業の産出シェアで加重合計したものである。

参入（退出）企業の生産性が産業平均より高い

（低い）場合，参入（退出）効果はプラスにな

る。この方法は，投入と産出の測定エラーに敏

感でない利点をもつとされている（Foster, 

Haltiwanger, and Krizan ２００１）。

　第３節では，我々は分析目的に合わせて，企

業を国有参入企業，非国有参入企業，国有退出

企業，非国有退出企業，国有存続企業，非国有

存続企業，民営化企業，ならびに国有化企業に

分類した。この企業分類に基づいて，我々は

１９９８－２００７年の各産業の生産性変化を，国有・

非国有企業のそれぞれの参入効果，退出効果，

内部効果とシェア効果，それに民営化企業と国

有化企業の内部効果とシェア効果に分解して分

析した。存続企業の内部効果とシェア効果の合

計を存続効果として，民営化（国有化）企業の

内部効果とシェア効果合計を民営化（国有化）

効果として計算した。その結果，次のことがわ

かった（表５）。

　第１に，各産業の生産性上昇に対する国有企

業・非国有企業の寄与をみると，全業種集計で

は非国有企業が大きい。しかし，分野別集計で

みた場合，生産性上昇の主役は，「非戦略的分

野」では非国有企業，「戦略的分野」では国有企

業である。

　２桁業種をみると，石炭，鉄鉱，非鉄金属鉱，

非金属鉱，その他鉱業，煙草，石油加工，化学

製品，化学繊維，鉄鋼，非鉄加工，輸送機器，

電力，ならびにガスでは，国有企業の生産性押

し上げ効果が非国有企業より大きい。ここでも

「戦略的分野」の生産性上昇において，国有企

業は主役になっている。

　第２に，非国有企業の生産性押し上げ効果に

ついては，ほとんどの業種において，参入効果

がその大半に寄与しており，存続効果と退出効

果がそれに次ぐ。第３節で非国有企業の激しい

新陳代謝をみてきたが，産業の生産性向上の観

点から言えば，その新陳代謝が上手く機能して

いる。しかし，多くの鉱業業種，ガス，ならび

に水道では，非国有企業の退出効果はマイナス

になっており，退出した非国有企業は必ずしも

生産性の劣った企業ではないことも，興味深い。

　次に，国有企業をみよう。第３節で，総産出

ベースにおいて，国有企業が「戦略的分野」を

中心に参入してきたことがわかった。しかし，

国有企業の参入効果は芳しくない。石炭，石油

採掘，鉄鉱，非鉄金属鉱，食品加工，木材加工，

製紙，石油加工，化学製品，化学繊維，鉄鋼，

非鉄加工，水道など幅広い業種では，マイナス

の参入効果が観測される。比較的に大きな参入

効果を示している業種は，煙草，輸送機器，電

力ならびにガスだけである。「非戦略的分野」だ

けではなく，国有企業の「戦略的分野」への参

入も成功したとは言えない。

　その反面，ほとんどの業種では，国有企業の

存続効果がプラスになっており，既存の国有企

業の改革が成果を収めた。とりわけ，石炭，鉄

鉱，煙草，化学製品，鉄鋼，非鉄加工，専用設

備，輸送機器，ガスなどの「戦略的分野」にお

いて，国有企業の存続効果が大きい。

　大半の業種において，国有企業に限って言え

ば，上記の参入や存続ではなく，むしろ国有企

業の退出が，その生産性上昇にもっとも寄与し

ている。とりわけ，石炭，鉄鉱，非鉄金属鉱，

非金属鉱，石油加工，化学製品，化学繊維，鉄

鋼，専用設備，ガスなど，「戦略的分野」を中心

に，退出効果が大きい。低い生産性の国有企業

の閉鎖が功を奏した。

　しかし，石油採掘と水道ではマイナスの大幅
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表５　生産性（lnTFP）上昇の要因分解（１９９８－２００７年）

参入シェア効果内部効果

産業 非国有
c１

国有化
b４

民営化
b３

国有
b２

非国有
b１

国有化
a４

民営化
a３

国有
a２

非国有
a１

２桁業種別分解
０．０３８０．００００．００６０．０９６０．００９－０．００００．００３０．０８８－０．００８０６石炭
０．００６０．００００．００００．０９８０．００００．０００－０．０００－０．３５４０．００００７石油採掘
－０．１２１０．００１０．００２０．０７１０．００６－０．００１０．００６０．０３３０．００１０８鉄鉱
－０．０５６０．０００－０．００００．０１１０．００５－０．００１０．００５０．０１４－０．０８００９非鉄金属鉱
０．１０６０．００２０．００７０．０２９０．００９０．００２０．００７０．０３３０．０１５１０非金属鉱
０．１４８０．００００．００００．００００．００００．００００．００００．００００．０００１１その他鉱業
０．０４９０．００００．００９０．００７０．０１２０．００１０．０１２０．００５０．００８１３食品加工
０．１９４０．００１０．００７０．００６０．０１６０．００２０．０１３０．０２５０．０６９１４食品製造
０．１５７－０．００００．００３０．０２４０．００８０．００１０．０２６０．０３３０．０４９１５飲料
－０．００１０．０００－０．００００．０６６０．００１－０．００００．００００．２５２－０．０００１６煙草
０．１１９０．００００．００８０．０１５０．０１３０．００００．０１５０．００７０．０３５１７紡織
０．１５９０．０００－０．００００．００３０．０１５０．００００．００２０．００３０．０４１１８アパレル
０．１３９０．００００．０００－０．００００．０２１０．００００．００４０．００１０．０４１１９皮革
０．１５７０．００１０．００７０．０１４０．０２２０．００００．０１２－０．００３０．０４２２０木材加工
０．１３２０．００１０．００００．００３０．０２５－０．００００．００１０．００１０．０２５２１家具
０．１０６０．００００．００５０．０１１０．０２４－０．００００．０１００．００５０．０５７２２製紙
０．１８６０．００００．００５０．０１５０．０１９０．００２０．００９０．０３３０．０３４２３印刷
０．１０９０．００１０．００１０．００２０．０２２０．００１０．００２０．００４０．０６３２４文教体育
－０．００２０．００００．００１０．０３０－０．００１－０．００００．００１０．０１５０．００４２５石油加工
０．０７００．００００．０１００．０４１０．００２０．００２０．０１３０．０４００．０２６２６化学製品
０．１８２０．００１０．００６０．０２０－０．００２０．００２０．０３３０．０４３０．０７１２７医薬
０．０６３－０．００１０．００６０．０１４０．０１０－０．００００．００８０．０４００．００９２８化学繊維
０．１１９０．００００．００２０．００２－０．００１０．００１０．０１８０．０３７０．０６２２９ゴム
０．０９７０．００００．００３０．００２０．０２５０．００００．００３０．００６０．０２７３０プラスチック
０．１９００．００００．０１３０．０１９０．０２３０．００１０．０１７０．０１７０．０５７２１建材
０．０３１０．０００－０．００１０．０７６０．００１０．００００．０２２０．１４８０．０１３２２鉄鋼
－０．０６５０．００１０．００３０．０８３０．０１２０．０００－０．００２０．０３４－０．００８２３非鉄加工
０．１８１－０．００２０．００２０．００３０．０１２－０．００４０．００４０．０１００．０５８２４金属製品
０．１７３０．００００．００９０．００９０．００９０．００２０．０１５０．０６３０．０４３２５一般機械
０．１６４－０．００００．００５０．０１１０．００４０．００００．０１３０．０６７０．０２９２６専用設備
０．１１１０．００００．００６０．０１６０．００４０．００２０．００６０．１１３０．０２５２７輸送機器
０．１４２－０．００００．００３０．００４０．０１００．００５０．０１４０．０２１０．０７７２９電器
０．２２５０．００１－０．００００．０１９０．００８０．００２０．０３８０．０１８０．０７５４０電子設備
０．１６３０．００００．００２０．０１００．０２６０．００００．００６０．０２３０．００９４１計器
０．０８８０．００００．０００－０．００８０．０１３０．００００．００１０．０４３０．０２２４２その他製造業
０．００８０．００２０．００３０．０１２０．００５０．００５０．００２０．０２４－０．００２４４電力
０．３６２－０．００１０．００５０．０７６－０．００２０．００００．０４４０．０４６０．００２４５ガス
０．０６２－０．００００．００１０．０５１－０．０００－０．００３－０．０１２－０．２５５－０．０１６４６水道
０．１３８０．００００．００５０．０３９０．０１１０．００３０．０２００．０６３０．０４４全業種集計

分野別分解
０．１６４－０．００００．００７０．０１００．０１４０．００１０．０１４０．０１８０．０４８「非戦略的分野」
０．０５１０．００１０．００３０．０６１０．００６０．００２０．０１００．０７３０．００６「戦略的分野」

（出所）鉱工業企業データセットより算出した。
（注）全業種集計では，２桁業種の生産性上昇要因分解結果を産出シェアで加重合計したものである。
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生産性上昇所有制転換効果存続効果退出効果効果

合計
T=P+S

国有の寄与
S=B+D+
c２+d２

非国有の寄与
P=A+C+
c１+d１

国有化
D=a４
+b４

民営化
C=a３
+b３

国有
B=a２
+b２

非国有
A=a１
+b１

国有
d２

非国有
d１

国有
c２

０．３２００．２８５０．０３４－０．００００．００９０．１８４０．００１０．１０７－０．０１３－０．００６
－１．２２２－１．２２８０．００６０．０００－０．０００－０．２５５０．０００－０．５９７－０．０００－０．３７６
０．０６８０．２１４－０．１４６０．００１０．００８０．１０３０．００７０．１２０－０．０３９－０．０１１
－０．０６６０．１０４－０．１７０－０．００００．００５０．０２５－０．０７５０．１００－０．０４４－０．０２１
０．４０２０．２４３０．１６００．００４０．０１４０．０６２０．０２４０．１７１０．０１６０．００７
０．０９３０．０８５０．００８０．００００．００００．００００．００００．０８５－０．１４００．０００
０．１７８０．０７４０．１０５０．００１０．０２１０．０１１０．０２００．０６２０．０１４－０．００１
０．４２７０．０７４０．３５３０．００３０．０２００．０３１０．０８６０．０３３０．０５４０．００７
０．３８６０．１２１０．２６６０．００１０．０２９０．０５７０．０５７０．０４２０．０２３０．０２１
０．４２２０．４２００．００１０．０００－０．００００．３１８０．００１－０．０５６０．００２０．１５８
０．３４９０．１０４０．２４５０．００１０．０２３０．０２２０．０４８０．０８００．０５５０．００１
０．２９２０．０１８０．２７４０．００００．００２０．００５０．０５６０．００９０．０５６０．００４
０．２７５０．０１００．２６４０．００００．００４０．００１０．０６２０．００９０．０５９０．００１
０．３７１０．０７００．３０２０．００２０．０１９０．０１１０．０６３０．０５８０．０６２－０．０００
０．２６９０．０２００．２４９０．００００．００１０．００５０．０５００．０１００．０６６０．００４
０．３２５０．０７５０．２５００．００００．０１５０．０１５０．０８１０．０６１０．０４８－０．００２
０．４０９０．１２００．２８９０．００２０．０１４０．０４８０．０５３０．０４６０．０３６０．０２４
０．２７１０．０１４０．２５７０．００１０．００３０．００５０．０８５０．００７０．０６００．０００
０．１５００．１４００．０１００．００００．００１０．０４５０．００３０．１６４０．００７－０．０６８
０．３１７０．１８８０．１２９０．００３０．０２２０．０８１０．０２７０．１１３０．０１０－０．００８
０．４６００．１４３０．３１７０．００２０．０３９０．０６３０．０６９０．０６１０．０２７０．０１６
０．３１７０．１７２０．１４４－０．００２０．０１４０．０５４０．０１８０．１３１０．０５０－０．０１１
０．３７００．１２３０．２４７０．００１０．０２００．０３９０．０６１０．０７５０．０４８０．００８
０．２５２０．０３７０．２１５０．００００．００６０．００８０．０５２０．０２８０．０５９０．００１
０．４８６０．１２７０．３５９０．００１０．０３００．０３６０．０８００．０８１０．０５９０．００９
０．３９７０．３１９０．０７８０．００１０．０２１０．２２４０．０１４０．１０３０．０１２－０．００８
０．０９４０．１５３－０．０５９０．００１０．００１０．１１７０．００４０．０６１０．００１－０．０２６
０．３８８０．０３５０．３５３－０．００６０．００５０．０１３０．０７００．０２１０．０９６０．００８
０．４４４０．１５７０．２８８０．００２０．０２４０．０７２０．０５２０．０６９０．０３８０．０１４
０．４６４０．２１６０．２４８０．００００．０１７０．０７８０．０３２０．１０７０．０３４０．０３０
０．４４８０．２８００．１６７０．００２０．０１２０．１２８０．０２９０．０６１０．０１５０．０９０
０．３７１０．０６８０．３０３０．００４０．０１８０．０２５０．０８７０．０３００．０５７０．００８
０．４４２０．０６８０．３７４０．００２０．０３８０．０３８０．０８３０．０２１０．０２７０．００７
０．３０８０．０８００．２２８０．００１０．００８０．０３２０．０３５０．０３４０．０２２０．０１３
０．２３１０．０７１０．１６００．００００．００２０．０３５０．０３４０．０１９０．０３５０．０１６
０．１４５０．１２５０．０２００．００７０．００４０．０３６０．００４０．０１８０．００４０．０６３
１．１１１０．７０４０．４０７－０．００１０．０５００．１２２－０．００００．３６９－０．００４０．２１５
－０．４２１－０．４４３０．０２２－０．００３－０．０１１－０．２０３－０．０１６－０．１５８－０．０１３－０．０７８
０．３９１０．１３３０．２５８０．００３０．０２４０．１０２０．０５５０．０１４０．０４１０．０１４

０．３７９０．０８６０．２９３０．００１０．０２１０．０２８０．０６３０．０５００．０４６０．００６
０．２９７０．２１８０．０７９０．００３０．０１３０．１３３０．０１２０．０７４０．００３０．００７
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な存続効果と退出効果も観測されており，国有

企業改革の成果は一様ではない。

　第３に，各種の効果が産業の生産性上昇への

寄与をみると，全業種集計では，非国有企業の

参入，国有企業の存続，非国有企業の存続，非

国有企業の退出の寄与が上位に入っている。分

野別でみると，「非戦略的分野」の生産性上昇

に対して，非国有企業の参入，非国有企業の存

続，国有企業の退出，非国有企業の退出の寄与

が順に大きい。しかし，「戦略的分野」の生産性

上昇に対しては，国有企業の存続，国有企業の

退出，非国有企業の参入の影響がもっとも大き

い。

　２桁業種別に生産性上昇の要因を分解すると，

「非戦略的分野」において，食品製造，飲料，

紡織，アパレル，皮革，木材加工，家具，製紙，

印刷，文教体育，医薬，ゴム，プラスチック，

建材，金属製品，一般機械，電器，電子設備，

計器，その他製造業では，非国有企業の参入が

最も重要であり，非国有企業の存続効果も大き

い１１。また，そのほとんどの業種では国有企業

と非国有企業の退出効果も大きい。しかし，国

有企業の存続効果は全体として小さい。

　「戦略的分野」に目を転じると，石炭，煙草，

鉄鋼，非鉄加工，輸送機器では，国有企業の存

続効果が最も大きい。鉄鉱，非鉄金属鉱，石油

化工，化学製品，専用設備，電力においても，

国有企業の存続効果が大きい。

　また，「非戦略的分野」と同様に，多くの「戦

略的分野」の業種においても，国有企業の退出

効果が大きい。鉄鉱，非鉄金属鉱，石油化工，

化学製品，ガスではその寄与が最も大きいし，

石炭，鉄鋼，非鉄加工，専用設備においても，

その効果が大きい。

　さらに，「戦略的分野」では，非国有企業の

参入効果が顕著な業種も幾つか存在する。化学

製品，専用設備，輸送機器，ガス，水道では，

民間資本の参入が産業の生産性を押し上げてい

る１２。

　第４に，国有化の生産性に対する影響は極め

て小さい。第３節でみたように，もっとも，国

有化された企業は少ない。これに対して，民営

化は，ほとんどの業種において生産性を押し上

げる効果がある。しかし，民営化は生産性向上

に寄与したものの，企業の存続，参入と退出に

比べて，生産性の変化に与えた影響は，さほど

大きくない。

　第５に，存続効果は内部効果とシェア効果に

よって構成されている。内部効果は主に既存企

業の生産性上昇が産業の生産性を押上げる効果

である。分野別に内部効果をみると，「非戦略

的分野」の非国有企業と「戦略的分野」の国有

企業の効果がもっとも目立つ。

　２桁業種の内部効果をみると，一方では，非

国有企業は，食品製造，飲料，アパレル，皮革，

木材加工，製紙，文教体育，医薬，ゴム，建材，

金属製品，一般機械，電器，電子設備など，「非

戦略的分野」の業種において，生産性を比較的

に大きく上昇させたが，「戦略的分野」の業種

では大幅な生産性押し上げ効果がみられない。

　他方で，国有存続企業は，石炭，煙草，鉄鋼，

一般機械，専用設備，輸送機器などにおいて，

「戦略的分野」を中心に，生産性を大幅に上昇

させた。しかし，石油採掘と水道では大幅なマ

イナスの内部効果が生じており，その結果，既

述のように，これらの業種では大幅なマイナス

の存続効果が現れている。

　次に，存続企業のシェア効果を考えてみよう。

シェア効果は，所属産業の平均的生産性水準よ

りも高い生産性を有する企業が産出シェアを伸

ばせば高くなり，企業ごとの生産性伸びよりも，

主に生産性が異なる企業の産出シェアの変化に

よって左右される，いわゆる資源再配分効果で

ある。全業種レベルでは，シェア効果が内部効

果より大きく下回る。しかし，分野別に目を転

じると，とりわけ国有企業の「戦略的分野」に

───────────
１２　石油採掘でも非国有企業の参入効果が１位に
なっているが，効果自体がかなり小さい。

───────────
１１　非金属鉱，その他鉱業，食品加工ならびに化
学繊維でも非国有企業の参入効果が大きい。
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おけるシェア効果はかなり大きい。２桁業種別

でみると，石炭，石油採掘，鉄鉱，煙草，鉄鋼，

非鉄加工，ガスなどのシェア効果が高いことが

わかる。これらの業種では，比較的に生産性の

高い企業への資源集約が進んでいる。

　このように，非国有存続企業は「非戦略的分

野」の生産性を伸ばしているが，「戦略的分野」

ではかなり苦戦しており，産業内の資源再配分

もあまり進んでいない。これに対して，国有存

続企業は主に「戦略的分野」において，企業生

産性の向上と産業内の資源再配分によって，産

業の生産性を向上した。

　第６に，非国有企業が「非戦略的分野」，国有

企業が「戦略的分野」の生産性をそれぞれ伸ば

した結果，中国鉱工業の生産性が大きく上昇し

た。しかし，２桁業種では，石油採掘，非鉄金

属鉱，ならびに水道の生産性が低下した。とり

わけ石油採掘と水道の生産性低下が大きい。こ

の２業種において，前記のように，国有企業の

内部効果，参入効果と退出効果が大幅なマイナ

スになっており，その結果，生産性が大きく低

下した。

おわりに

　本稿は１９９８－２００７年の鉱工業企業データベー

スを用いて，産業別に国有・非国有企業の参入

退出状況を分析した。また，産業別に生産性水

準の変化を国有・非国有存続企業の内部効果と

シェア効果，国有化・民営化企業の内部効果と

シェア効果，国有・非国有企業の参入効果と退

出効果に分解し，それぞれ計測・比較した。そ

の結果，国有企業と非国有企業の参入退出につ

いて，主に次の結論が得られた。

　（１）非国有企業と国有企業を比べると，「非

戦略的分野」では非国有企業，「戦略的分野」で

は国有企業の存続率が比較的に高い。また，国

有企業の存続率では「戦略的分野」のほうが

「非戦略的分野」よりかなり高い。

　（２）「非戦略的分野」であれ，「戦略的分野」

であれ，非国有企業の開業率が国有企業より圧

倒的に大きい。また，非国有企業と国有企業は

ともに「戦略的分野」での開業率が「非戦略的

分野」より大きい。しかし，非国有企業では両

者の違いが比較的に小さいのに対して，国有企

業では前者のほうが後者より圧倒的に大きい。

　（３）国有企業の民営化状況をみると，とりわ

け「戦略的分野」では，民営化が進んでいない。

　（４）上記の結果，非国有企業では新陳代謝が

進み，企業数も生産高も急速に伸び，鉱工業に

占める非国有企業のシェアも大きく増大した。

国有企業は，企業数を減少したが，「戦略的分

野」を中心に生産を大きく拡大した。そのため，

非国有企業のシェアは，多くの「戦略的分野」

の業種ではまだ小さい。

　（５）中国鉱工業生産性上昇の主役は，「非戦略

的分野」では非国有企業，「戦略的分野」では国

有企業である。

　（６）非国有企業が産業の生産性を押し上げる

第１要因は参入であり，ほとんどの業種におい

て，非国有企業の新陳代謝が機能している。こ

れに対して，大半の業種において，国有企業の

最大の生産性押し上げ要因は退出である。また，

ほとんどの業種では，プラスの存続効果も観測

されており，その意味において，国有企業改革

が成果を示している。国有企業の退出効果と存

続効果は，「戦略的分野」においてもっとも顕

著である。しかし，ほとんどの業種において，

国有企業の参入効果は芳しくない。

　（７）産業別に各種の生産性上昇要因をみると，

「非戦略的分野」では概して非国有企業の参入

が最重要であり，非国有企業の存続効果それに

非国有企業と国有企業の退出効果も大きい。し

かし，「戦略的分野」の多くの業種では，国有

企業の存続効果と退出効果が最も重要である。

民営化の効果は観測されたものの，比較的に小

さい。

　（８）「非戦略的分野」における非国有企業の

存続効果は，非国有存続企業の生産性上昇に

よって実現した。これに対して，「戦略的分野」

における国有企業の存続効果は，国有存続企業

の生産性向上だけではなく，各企業の産出シェ

ア変化，いわゆる産業内の資源再配分にも起因
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する。

　（９）国家資本を「戦略的分野」に傾斜的配分

する，いわゆる国家資本再編の姿は，明確にな

りつつある。国有企業改革は，生産性の低い国

有企業を市場から退出させ，存続した国有企業

の生産性を向上させることについて，成果をみ

せた。

　しかし，新たに参入した国有企業は，「戦略的

分野」においても生産性の高い業種が少ない。

国有企業の新陳代謝は必ずしも上手く機能して

いない。石油採掘と水道では，国有企業の存続

効果，退出効果，ならびに参入効果は大幅なマ

イナスになっており，これらの効果がこの２業

種の生産性を大きく低下させたように，国有企

業改革の成果も一様ではない。それに，国有企

業の生産性水準が非国有企業を上回った業種は，

まだかなり少ない。

　非国有企業の拡大は，中国鉱工業の生産性を

向上させたが，上記のように国有企業改革もあ

る程度成功したようにみえる。生産性の向上は，

技術の向上によって達成されたのか，それとも

生産要素の組み合わせの調整などによって実現

したのか。このような制度的な要因の解明を今

後の課題としたい。たとえば，鉱工業企業個票

データベースを用いてパネルデータセットを構

築し，生産性伸びを技術変化，技術効率変化，

規模効率変化，ならびに配分効率変化に分解し，

産業別に国有・非国有企業の生産性変化の要因

を比較分析することは，１つの方向であろう。
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　Using a firm-level dataset of China’s “above designated size” industrial enterprises from 1998 

through 2007, this paper investigates the firm turnover and its productivity change effect in China. 

Dividing the firms into state-controlled enterprises (SCEs) and non-state-controlled enterprises 

(NSCEs), and also dividing the industries into strategic industries and non-strategic industries, this 

paper shows some impressive findings. 

　Compared with the SCEs in strategic industries, the SCEs in non-strategic industries show 

higher survival rate and entry rate and lower privatization rate. Consequently, the SCEs still 

remain dominant in strategic industries.

　It is found that the entry of the NSCEs is the most significant factor to improve the productivity 

of non-strategic industries, while the productivity improvement of the survival NSCEs and the exit 

of both the NSCEs and the SCEs are also important. 

　However, generally speaking, the productivity of strategic industries are enhanced mostly by the 

exit of the SCEs, as well as either the productivity improvement or the reallocation of the survival 

SCEs.

　It is also confirmed that privatization achieves relatively small productivity improvement effect, 

compared with other kinds of turnover effects.

　It is concluded that from a viewpoint of productivity progress, the restructuring of state capital 

in China has achieved significant success by closing the low-productivity SCEs down and 

improving the productivity of the survival SCEs. On the other hand, the newly-established SCEs 

rarely contribute largely to productivity progress in most of the 2-digit industries. The state 

capital reform is still unfinished.




